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1．ダイオキ シ ン問題 とは

　ごみ 焼却施 設か らの ダイオキ シ ン類の 高濃度排出 （80ng−TEQノ皿
3N

以上 〉が新聞やテ レビで 報道され 、大

きな社会問題 とな っ て い る。これを受けて、国 （厚生省、環境庁）は、ダイ オキ シン類 の 排出規制を大気

汚染防止法と廃棄物処理 法の 政省令に よ り、平成 9年 12月 1日よ り施行する こ と と な っ た。

　また、厚生省は、新 ・ダイオキシ ン類発生等防止ガイ ドライン （9 年 1 月）を公表したの を始め、都道

府県知 事あて に、ダイ オキ シ ン に関連す る 多 く の 通 達等 を発して い る 。特 に、こ れ ら厳 し い 通達や 法律に

よ る規制にの りだした根拠の ひ と つ に、世界保健機関 （WHO）が、平成 9年 2月にダイオキシン類に対する

評価を 発が ん物質で あ る と発表 したか らで あ る。

　ごみ焼却施設や 産業廃棄物の廃油や汚 泥焼却施設、廃 プラ ス チ ッ ク焼 却施設、事業系 ごみ焼却施設等が

ダイオキシ ン類の 低減化対象施設 とな る 。 そ こで ダイオキシ ン類低減化技術つ い て考え て み る こ とにする 。

2．ダイオキシ ン の 毒性評価

　ダイオキ シ ン とは、有 機塩 素化合物で 、PCDDsの 総称で 呼ばれ、特に、2．　3．7．8−TCDDsが飛び抜けて 毒性

が 高い と 言 わ れ て い る 。 ま た 、化学構造 と性質の よ く似た PCDFs も あ る 。

　ダイオキ シン類の 排出規制は 、 こ の 2．3．7．8−TCDDsの 等価換算値 （＝TEQ） を も っ て 行わ れて い る 。

2．3．了．8−TCDDs を 1 と した とき の 他 の 異性 体 の 相対的 な毒 性 を 毒性 等価係数 （TEF） で 、毒性 の 総 量 を

2．3．7．8−TCDDs換算する 。
　 TEFは国際毒性等価係数 （1−TEF）を 日本で は用 い て い る 。

3．ごみ焼却プラ ン トシス テム の ダイオキ シ ン類低減化技術

　 ごみ焼却プラ ン トシ ス テ ム か らダイオキシ ン類を極力発生させ な い か 、 も しくは発生 したダイオキシ ン

類を分解 ・除去 し、低減化す る こ とが現在強 く求め られ て い る。こ れ らの技術 として は、図 1に示す よ う

に A〜 Dの 4通 りの 方法が考え られ る 。

A ）ダイオキシ ン類は 、3Tの 原則 （Temperature＝高い燃焼温度、Time＝高温で の 十分な滞留時間、Turbulence
＝ 未燃ガス と空気と の 良好な乱流混合撹拌燃焼） を守 る こ とで熱分解 し無害化する技術。

　 なお、CO 濃度が高濃度で ある とダイオキシ ン類も高濃度に 発生する相関が ある と い われ て い る が、そ

こ で 、ごみ を完全燃焼させ CO濃度を少な くす る こ とによ りダイオキ シ ン 類 の 発 生を抑制する技術である。

　　こ の 3T に つ い て の 基準が 、新 ・ダイオキシ ン類発生 防止等ガイ ドライ ン や大気汚染防止法及 び廃棄物

処理 法の 政省令で規定 （800℃ 以 上、2秒以上滞留、CO 濃度ピー
ク値 100ppm以下）さ れ た。

B ）電気集 じん機におけ る排 ガ ス 温度管理 が不適切な場合、ダイ オキ シ ン類が 再生成す ると い われ て お り、

これ ら排ガス処理段階で ダイオキシ ン類 を分解 ・除去す る技術。

C ）ボイラ 構造で 飛灰 を除去する こ と で ダイオキ シ ン を除去する技術。

D ）集 じん灰 （特別管理廃棄物に 指定）の 中の ダイ オキシ ン類を分解 ・除去する技術 。

4．ダイオ キシ ン類の 排 出規制

　 ダイオキ シ ン類の 排出濃度は、大気汚 染防止法及 び廃棄 物処理法 の 施行令 （政令）及び施行規則 （省令〉

を改正 し、1997年 12月 1 日よ り法規制された。

　 新設炉 4t／h （96t／24h）以上 の焼却炉で は、煙突出口 で の ダイオキシ ン類排出濃度が 0．　lng−TEQん 3N
以下

と な り、既設炉 で も、2002年には、4t／h以 上 の 焼却炉 で は、1ng−TEQ／m姻 以下 にす る こ とが義務付け られ

た。また、法規制の対象規模も 200kg／h となり、規制対象施設 が増え た 。

　 今回 の 法規制の 考 え 方 は、ダイ オキ シ ン 類 の 発生 は、主 に ごみ の焼却温度 の 管理が重要で ある こ と か ら、

ごみ焼却施設 の 「構造基準亅 と 「維持管理 基準」 に つ い て法律で規定された 。 こ の規制を受ける 対象施設

は 、 全国で 15．370か所 と広 が っ た。
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図 1 ごみ 焼却プラ ン トの ダイオキシ ン類低減化 （熱分解 ・分解 ・除去）技術
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5．おわ りに　 　　 　 　 図 2　 法によ る ごみ焼却施設の 構造 ・維持管理基準

　日本 は、ごみ 焼却を主 体 （焼却率 73％） と した ごみ 処理 を展開して お り、ア メ リカ で も ごみ埋立地 の 土

壌汚染や地下水汚染が多 く発生 し、EPA に よる使用停止命令が多 く出されてお り、ごみ発電型ごみ焼却施

設 の 建設 を積 極的 に進め て い る 。シ ン ガポー
ル で も、日本 の 技術で 3，　oeOt／日以上 の 大型焼却炉を建設 し、

ごみを燃料 とした発電を積極的に行 っ て い る 。

　日本 は、世界 トップ レペ ル の 焼却技術 を保有 して お り、海外に も多く の ごみ焼却プラ ン トを輸出して お

り、これは、日本の 焼却技術や公害防止技術が優れて い る ことが評価 されて い るか らで ある。

　表 1に示すよ うにダイオキ シ ン類の煙突出口排出濃度 0．lng −TEQ／m3　N 以下の 法規制も図 1 に示した技

術で容易に 対応できる 。 ごみ焼却施設 の ダイオキシ ン類濃度の低減は、すで に技術的に解決で き て い る 問

題と考え て い る 。

　　　　　　　　　表 1 最近竣功 した ごみ焼却施設 の ダイ オキシ ン 濃度 （煙突出口 ）

施　設 　名 炉規模 ダ イオ キ シ ン濃度 ng
−TEQ／痂姻 測 定日

東 山 ク リーン セ ン ター （長 野県） 65吐／24b× 2 基 0，0361i号炉）　 0．068｛2号 炉1 10年 3 月 20 日

東 京都 千歳 清掃工場 臨0肌／2劬 X1 基 0．0836号炉） 9年 10月 28日

東京都 江 戸 川 済掃工 場 300t／24b× 2 基 0，0旦6q 号 炉 1　 0，021｛2号 炉1 10年 　 1月 28 日

ク リ
ー

ンセ ン タ
ー
多摩川 （東京都） 150吐／24h× 3基 0．039 10年 4 月　3 日

※参考文献 （ダイオキシ ン類低減化技衛）

　　  石川禎昭著 「流動床式ごみ焼却炉設計 の 実務」 工業出版社

　　  石川禎昭著 「ごみ 処理 の 最先端要素技術と法規制の 強化］ 日報
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